
 (3) 利用者への安全情報の開示の推進 

勧告 説明図表番号 

【制度の概要】 

利用者が貸切バス事業者を選択する際の参考情報として、国土交通省は、平成

19 年から同省のホームページ上で、過去 3年間の自動車運送事業者に対する行政

処分状況を公表している。 

また、総合的な対策において、「貸切バスの安全性に関連する情報を利用者に

的確に提供するための「見える化」を推進する」とされたことを受け、国土交通

省は、企画募集のパンフレット等に貸切バスの運行事業者名を掲載するよう通達

を改正し、また、旅客自動車運送事業等報告規則第 3 条に基づき、「一般貸切旅

客自動車運送事業者安全情報報告書」を貸切バス事業者に提出させ、平成 28 年

12 月 20 日から、貸切バス事業者の安全情報（以下「安全情報」という。）をホー

ムページ上で公表している。 

安全情報として公表されている事項は、①事業者の情報（事業者名、主たる事

務所住所、設立年度、日本バス協会への加入状況等）、②車両の情報（大型、中

型、小型の種類別に、車両数、最古・最新の年式、ドライブレコーダー導入数・

率、デジタル式運行記録計導入数・率、ＡＳＶ導入数・率等）、③運転者の情報

（正規・嘱託・派遣・その他ごとの人数、平均勤続年数、平均給与月額の水準）、

④事故・行政処分に係る情報（走行 10 万台キロ当たりの重大事故件数、車停止

処分、事業停止等）、⑤外部機関による安全チェックの活用状況（貸切バス事業

者安全性評価認定（星の数）等）等である。 

国土交通省は、「旅客自動車運送事業運輸規則第 47 条の 7第 1項の規定に基づ

き旅客自動車運送事業者が公表すべき輸送の安全に係る事項」（平成 28 年国土交

通省告示第 1089 号）を定め、今後は、旅客自動車運送事業運輸規則第 47 条の 7

第 1項に基づいて報告された内容について、１年未満の一定の頻度で公表するとし

ている。 

なお、消費者庁においては、軽井沢スキーバス事故を受け、観光ツアーやスキ

ーツアー等の貸切バスや高速乗合バスについて、消費者の利用状況、安全性に関

する意識等について把握するため、アンケート調査を行い、その結果に基づき、

利用者がバスを選択する際の参考となる、安全性に関する情報が分かりやすく提

供されるよう、国土交通省に要請した。 

【調査結果】 

今回、安全情報の公表状況について調査した結果は、以下のとおりである。 

ア 国土交通省による安全情報の公表状況 

国土交通省が公表している安全情報を確認したところ、運転者の平均勤続年

数が 50 年以上となっているもの（10 事業者）など、誤記が疑われるものがみ

図表 2-(3)-① 

図表 2-(3)-② 

図表 2-(3)-③ 

図表 2-(3)-④ 

図表 2-(3)-⑤ 

図表 2-(3)-⑥ 

図表 2-(3)-⑦ 

図表 2-(3)-⑧ 

図表 2-(3)-⑨ 

図表 2-(3)-⑩ 
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られた。 

国土交通省は、公表に当たって、基本的には事業者が報告した内容をそのま

ま公表するとしているが、上記のような誤記が疑われるものの有無や、事業者

からの報告内容と国土交通省が保有している行政処分に係る情報等との整合性

を確認するなどの取組が、安全情報の信頼性向上のために重要である。 

公表項目のうち、特に「平均給与月額の水準」について、安全性との関係を

利用者に分かりやすく解説する必要がある。 

また、「ＡＳＶ」、「デジタル式運行記録計」、「貸切バス事業者安全性評価認

定」などの用語について特段説明がないが、利用者にはなじみが薄いと考えら

れる。例えば、「貸切バス事業者安全性評価認定」については、消費者庁のア

ンケート調査において、貸切バス事業者安全性評価認定制度を知らない人は、

85.2％（注）に上っている。 

これらのことから、安全情報として公表されている情報が利用者に有効に活

用されないおそれがある。 

（注）消費者庁のアンケート調査では、貸切バス事業者安全性評価認定制度及び認定事業者が掲

示することができるセーフティバスマークを知っているか尋ねたところ、「制度は知らない

がマークは見たことはある」人が 11.1％、「制度もマークも知らない」人が 74.1％であった。 

イ 安全情報の公表状況に係る周知の実施状況 

平成 29 年 4 月現在、国土交通省ホームページにおいて、トップページから

安全情報を閲覧するには、次のような手順を経る必要がある。 

① トップページの「政策情報・分野別一覧」から「自動車」を選択 

② 「自動車」ページの「バス・タクシー・トラック事業者安全情報・行政処

分情報等」のバナーをクリック 

③ 「◆貸切バス事業者の安全情報はこちら」をクリック 

④ 開いたページの「貸切バス事業者の安全情報はこちら。」のリンク箇所を

クリック 

⑤ 「貸切バス事業者の安全情報」のエクセル表を閲覧 

安全情報は、特定の事業者の情報を見つけるには、エクセルの検索機能を使

用する必要があり、行政処分情報よりも検索しづらい上、事業者ごとに各項目

を横一列に記載したものであるため、視認性も低い。 

また、国土交通省自動車局は、平成 28 年 12 月 20 日付けの事務連絡により、

日本バス協会及び観光庁に対して、安全情報の公表の開始について会員及び関

係業界への周知を依頼している。 

しかしながら、平成 29 年 4 月現在、日本バス協会及び観光庁のホームペー

ジにおいては、国土交通省の該当ページへのリンクを設定するなどによる安全

情報についての周知は行われていない。 

安全情報は、企画募集のパンフレット等に記載された貸切バスの運行事業者

名に基づき、利用者が安全性を判断する上で重要な情報であり、一層の周知を

図表 2-(3)-⑪ 
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図ることが重要である。 

【所見】 

したがって、国土交通省は、貸切バスの安全性に関連する情報を利用者に的確

に提供する観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

① 貸切バスの利用者にとって安全性を判断しやすい内容となるよう、専門用語

について分かりやすく説明するなど、安全情報の内容を改善すること。その際、

貸切バス事業者安全性評価認定制度を一層周知すること。 

② 公表した安全情報の利用者等への広報を充実させるとともに、利用者等が安

全情報を容易に入手できるよう、その公表方法を一層工夫すること。 
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図表 2-(3)-① 自動車運送事業者の行政処分情報検索（国土交通省ホームページ）（抜粋） 

（注）「国土交通省 自動車総合安全情報～自動車の安全な交通を目指して～ 事業者の行政処分情報検索」

（http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03punishment/cgi-bin/search.cgi）による。 
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図表 2-(3)-② 安全・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策（平成 28 年 6 月 3 日

軽井沢スキーバス事故対策検討委員会）（抜粋） 

(4) 旅行業者、利用者等との関係強化 

項目 講ずべき事項 実施の目途 

 1. （略） 

①～⑦ （略） （略） 

 2. 利用者に対する安全情報の「見える化」 

⑧ 貸切バス事業者の処分

歴の公表方法の拡充 

 事業者の行政処分情報について、ホームページの更新頻度を月

1回から月 3回に増やすとともに、より手軽な閲覧方法としてス

マートフォン向け簡易検索サイトを開設する。 

実施済み（平

成 28年 3

月） 

 事業者の行政処分情報について、ホームページに掲載する期間

を延長する（現行は 3年間限り）。 
平成 28年中 

⑨ 利用者への貸切バス事

業者名の提供 

 企画募集のパンフレット等に貸切バスの運行事業者名を掲載す

る（決まっていない場合には、「A社、B社又は同等の会社」等の

表記の工夫を行う。なお、旅程保証及び取消料については下記⑩

の状況を踏まえ、整理する。）。（通達改正） 

平成 28年夏

まで 

⑩ 貸切バス事業者の安全

情報提供の仕組みの構築 

 貸切バス事業者に関する一定の安全情報の国への報告を義務付

けるとともに、報告内容を整理し、安全行政に活用する。（省令

改正） 

平成 28年中 

比較サイト等において、セーフティバス認定のランク等が掲載

されるよう、貸切バス事業者に関する一定の安全情報を公表す

る。 

平成 28年中 

 利用者に対し、貸切バス事業者の ASV 技術搭載車両導入率を情

報提供する。 

平成 29年春

まで 

⑪ 車体等への ASV 技術の

搭載状況の表示 

車体等に ASV 技術の搭載状況を表示するためのガイドラインを

策定する。（通達発出） 
平成 28年中 

 セーフティバス認定の採点基準に ASV 技術搭載車両導入率を加

える。 
平成 28年中 

⑫ 安全運行パートナーシ

ップガイドラインの改訂 

 利用者への情報提供、適正な運賃・料金の収受に関する内容を

「安全運行パートナーシップガイドライン」に追記するととも

に、名称を「安全運行パートナーシップ宣言」に変更する。（（一

社）日本旅行業協会、（一社）全国旅行業協会、（公社）日本バス

協会による措置） 

平成 28年夏

まで 

3. （略） 

⑬・⑭ （略） （略） （略） 
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図表 2-(3)-③ 企画旅行に関する広告の表示基準等について（平成 17 年 2 月 28 日付け国総旅振

第 387 号国土交通省大臣官房総合観光政策審議官通知）（抜粋）

３ 企画旅行契約等に係る取引条件の説明に使用する書面の記載事項について（法第１２条の４、

規則第５条関係） 

（１）～（５） （略） 

（６）「旅行者が（５）に掲げる対価によって提供を受けることができる旅行に関するサービスの

内容」について（規則第５条第１号ホ）少なくとも次の事項を記載すること。 

① 運送サービス 

利用する運送機関の種類、名称及び等級 

ア～エ （略） 

オ 貸切バスを利用する場合は、利用予定の貸切バス事業者を表示すること。この場合、事

業者名が一つに特定されていることが望ましいが、これが困難であれば、「Ａバス会社そ

の他」等の範囲が不明確な記載を行わずに「Ａバス会社又はＢバス会社及び同等程度」の

ような限定的な記載方法により、複数列記すること。なお、「同等」と表示する場合は、別

途、貸切バス事業者のリストを作成し、旅行者に利用予定の貸切バス事業者がわかるよう

にすること。 

②・③ （略） 

（７）～（１５） （略） 

（注）1 下線は、「「企画旅行に関する広告の表示基準等について」の一部改正について」（平成 28年 10 月 31 日付け観

観産第 412号観光庁長官通知）による改正箇所に当省が付した。 

2 本通達中、「法」とは旅行業法（昭和 27 年法律第 239 号）、「規則」とは、旅行業者等が旅行者と締結する契約

等に関する規則（平成 21年内閣府・国土交通省令第 1号）である。 

図表 2-(3)-④ 旅客自動車運送事業等報告規則 （昭和 39 年運輸省令第 21 号）（抜粋）

（臨時の報告）  

第 3 条 旅客自動車運送事業者その他自動車を所有し、若しくは使用する者又はこれらの者の組織

する団体は、前二条に定める報告書のほか、国土交通大臣、地方運輸局長、運輸監理部長又は運

輸支局長（主として指定都道府県等の区域内において自家用有償旅客運送を行う者の場合にあっ

ては、当該指定都道府県等の長。以下この条において同じ。）から、その事業又は自動車の所有

若しくは使用に関し、報告を求められたときは、報告書の提出その他の方法により報告をしなけ

ればならない。  

2 国土交通大臣、地方運輸局長、運輸監理部長又は運輸支局長は、前項の報告を求めるときは、

報告の方法及び期限その他必要な事項を明示するものとする。 
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図表 2-(3)-⑤ 一般貸切旅客自動車運送事業者安全情報報告書（様式） 
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備考 

1 年式には、保有している車両の中で最も古い車両と最も新しい車両の初度登録年を記入すること。 

2 主な運行の態様は、「観光輸送(昼間)」、「観光輸送(夜間)」、「学校・企業等送迎・行事輸送」、「冠婚葬

祭輸送」、「乗合高速バス受託」、「その他」のいずれかを記入すること。 

3 現在会社勤続平均年数は、正規雇用の運転者における現在勤務している会社における勤続年数の平均

を記入すること（過去に勤務していた他の会社における勤続年数は含まない。）。 

4 平均給与月額には、正規雇用の運転者の給与、賞与、手当の平均月額の合計額を記入すること。 

5 事故件数の管轄区域内の欄については、運輸監理部又は運輸支局の管轄区域ごとに、当該運輸監理部

又は運輸支局の管轄区域内にあるすべての営業所に配置されている事業用自動車の輸送実績及び事故

件数について記載すること。また、全国の欄については、許可（認可）を受けたすべての営業区域にお

ける当該事業について記載すること。 

6 交通事故とは、道路交通法（昭和 23年法律第 105 号）第 72 条第 1項の交通事故をいう。また、重大

事故とは、自動車事故報告規則（昭和 26年運輸省令第 104 号）第 2条の事故をいう。 

7 行政処分の改善報告は、「済」、「未済」のいずれかを記入すること。 

8 貸切バス事業者安全性評価認定は、「一つ星」、「二つ星」、「三ツ星」、「なし」のいずれかを記入するこ

と。 

9 地方バス協会による適正化コンサルティングは、これを受けている場合は「○」、受けていない場合は

「×」を記入すること。 

10 民間認定機関による運輸安全マネジメント評価は、これを受けている場合は「○」、受けていない場

合は「×」を記入すること。 

11 民間認定機関による運輸安全マネジメント認定セミナーは、これを受講している場合は「○」、受講

していない場合は「×」を記入すること。 

12 安全方針の作成及び公表、安全目標の作成及び公表については、それぞれ実施している場合は「○」、

実施していない場合は「×」を記入すること。 

※ 報告書は営業所ごとに 1枚ずつ作成すること。 

※ 正規雇用の運転手とは、期間を定めた雇用契約によらない雇用契約をしている運転者 

※ 行政処分について、報告対象期間（平成 25 年 9 月 1 日から平成 28 年 8 月 31 日に当該営業所で、複

数の行政処分を受けている場合は、合算した処分日車数若しくは処分日数を記入すること。 

（注）「一般貸切旅客自動車運送事業者安全情報報告書（様式）」に基づき、当省が作成した。 
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図表 2-(3)-⑥ 安全情報の公表項目

事業者の情報 

事業者名 

主たる事務所住所 

設立年度 

日本バス協会の加入状況 

営業所名 

営業所住所 

車両の情報 

大型 

・ 

中型 

・ 

小型 

車数（台） 

年式（年） 
最古 

最新 

ドライブレコーダー搭載車導入数（台） 

デジタル式運行記録計搭載車導入数（台） 

ＡＳＶ搭載車導入数（台） 

ドライブレコーダー搭載車導入率（％） 

デジタル式運行記録計搭載車導入率（％） 

ＡＳＶ搭載車導入率（％） 

主な運行の態様 

運転者の情報 

正規（人） 

嘱託（人） 

派遣（人） 

その他（人） 

合計（人） 

平均勤続年数(年) 

平均給与月額の水準 

運行管理者（人） 

整備管理者（人） 

事故・行政 

処分に係る情報 

走行 10 万台キロ当たりの重大事故件数 

車停止処分（日車） 

改善報告 

事業停止（月） 

改善報告 

外部機関による 

安全チェックの 

活用に係る情報 

貸切バス事業者安全性評価認定 

地方バス協会による適正化コンサルティング（直近３年間） 

民間認定機関における運輸安全マネジメント評価（直近３年間） 

民間認定機関における運輸安全マネジメント認定セミナー（直近３年間） 

（注）安全情報に基づき、当省が作成した。 
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図表 2-(3)-⑦ 旅客自動車運送事業運輸規則第 47 条の 7 第 1 項の規定に基づき旅客自動車運送事

業者が公表すべき輸送の安全に係る事項（平成 28 年国土交通省告示第 1089 号） 

1 旅客自動車運送事業運輸規則（昭和三十一年運輸省令第四十四号。以下「規則」という。）第四十

七条の七第一項の規定に基づき、旅客自動車運送事業者が公表すべき輸送の安全にかかわる事項

は、次に掲げる事項とする。 

一 輸送の安全に関する基本的な方針 

二 輸送の安全に関する目標及びその達成状況 

三 自動車事故報告規則（昭和二十六年運輸省令第百四号）第二条に規定する事故に関する統計 

2 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号。以下「法」という。）第二十二条の二第一項の国土

交通省令で定める規模以上の旅客自動車運送事業者が公表すべき輸送の安全にかかわる事項は、前

項に掲げるもののほか、次に掲げる事項（一般貸切旅客自動車運送事業者以外の旅客自動車運送事

業者にあっては、第七号及び第八号に掲げる事項を除く。）とする。 

一 法第二十二条の二第一項に規定する安全管理規程 

二 輸送の安全のために講じた措置及び講じようとする措置 

三 輸送の安全にかかわる情報の伝達体制その他の組織体制 

四 輸送の安全にかかわる教育及び研修の実施状況 

五 輸送の安全にかかわる内部監査の結果並びにそれに基づき講じた措置及び講じようとする措

置 

六 法第二十二条の二第二項第四号に規定する安全統括管理者に係る情報 

七 事業用自動車の運転者、法第二十三条第一項に規定する運行管理者及び道路運送車両法（昭和

二十六年法律第百八十五号）第五十条第一項に規定する整備管理者に係る情報 

八 事業用自動車に係る情報 

3 規則第四十七条の七第一項の規定による報告は、一般貸切旅客自動車運送事業者が、国土交通大

臣に対し、前二項各号に掲げる事項について、電磁的方法（行政手続等における情報通信の技術の

利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）第三条第一項に規定する電子情報処理組織を使

用する方法をいう。）により行うものとする。 
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図表 2-(3)-⑧ 旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31 年運輸省令第 44号）（抜粋） 

（旅客自動車運送事業者による輸送の安全にかかわる情報の公表）  

第 47 条の 7 旅客自動車運送事業者は、毎事業年度の経過後百日以内に、輸送の安全に関する

基本的な方針その他の輸送の安全にかかわる情報であって国土交通大臣が告示で定める事項

について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表しなければならない。この場

合において、旅客自動車運送事業者は、国土交通大臣が告示で定めるところにより、遅滞なく、

その内容を国土交通大臣に報告しなければならない。  

2 （略） 

図表 2-(3)-⑨ 貸切バスに関する消費者意識調査について（平成 28年 4月 20 日消費者庁）（抜粋） 

（略） 
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図表 2-(3)-⑩ 安全情報における運転者の平均勤続年数 

（注）1 国土交通省の資料に基づき、当省が作成した。 

    2 安全情報から、平均勤続年数が 50年以上となっているものを抽出した。 

図表 2-(3)-⑪ 国土交通省トップページからの安全情報の閲覧手順 

（注）平成 29年 4月 18 日現在の国土交通省ホームページに基づき、当省が作成した。 

0 1 0 0 1 50

10 0 0 0 10 60

8 3 0 0 11 50
9 6 0 0 15 61
7 1 0 0 8 57
2 0 0 0 2 69
4 0 0 0 4 56

2 1 0 0 3 59

3 0 0 0 3 57
4 0 0 0 4 52

運転者の情報

派遣（人） 合計（人）その他（人）正規（人） 嘱託（人）
平均勤続年数(年)

※過去に勤務していた他の会社にお
ける勤続年数は含まない。

※営業用バス運転者の平均給与

▲１０％未満～▲２０％以上・・・C

貸切バス事業者の安全情報

（エクセルファイル）
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